
事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅶ
　利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を図ること
施策目標４
　福祉サービスを支える人材養成、利用者保護等の基盤整備を図ること
施策目標４－１
　社会福祉に関する事業に従事する人材の養成確保を推進すること等により、質の高い福祉サービ
スを提供すること

福祉・介護業務への関心、理解を促進し、福祉・介護の仕事に従事した者をきちんと受け止めて、
その定着が図られるよう支援し、働きがいのある魅力ある職業となるよう、その取組みを推進す
る。

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

　　　　　　　　　　　平成２０年度事業評価書（事前）要旨     　　（整理番号　２６）

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：社会・援護局福祉基盤課

福祉人材確保緊急支援事業

（１）必要性の評価

その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)

福祉・介護の仕事が魅力ある職業として社会的に認知され、若い人をはじめ多くの国

民から働きがいのある職業として選択されるよう、行政機関が福祉介護人材の確保に総

合的に取り組んでいく必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無

(理由)

福祉・介護サービスの最大の基盤は人材であり、質の高い人材が集まらなければ、質

の高いサービスの提供は困難であることから、現下の緊急的な人材確保に関しては、国

において支援していく必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否

(理由)

都道府県が認める施設・事業所、養成校に委託することが可能である。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無

(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価

事業の有効性

都道府県は、優良事例集を参考にしつつ、より地域の実情に応じた事業を開拓し、

新たな人材確保を推進する。

（３）効率性の評価

都道府県は、国からの優良事例集を参考にすることにより、より地域の実情に応じ

た事業の効果的・効率的な実施が可能となる。



　（政策等への反映の方向性）
　評価結果を踏まえ、次年度以降の予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：5,000百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明

（達成水準／達成時期）

１ 福祉・介護分野の有効求人 本事業により有効求人倍率の低下を目標

倍率

（調査名・資料出所、備考）

福祉人材センター・バンク職業紹介実績報告


